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関東大震災について

発生日時 1923年（大正12年）9月1日（土）11：58

地震規模 マグニチュード7.9

死者数 105,385人

全潰全焼流出家屋数 293,387戸

住宅全潰 11,086人

火災 91,781人

流出埋没 1,013人

工場等の被害 1,505人

全潰※ 79,733戸

焼失 212,353戸

流出埋没 1,301戸

※全潰数は焼失を除く

【死者数 内訳】 【全潰全焼流出家屋数 内訳】

【主な諸元】

(出典)中央防災会議 災害教訓の検証に関する専門調査会 1923関東大震災報告書-第１編-（平成18年）



関東大震災（被害状況）

(出典) NHK HP 災害列島命を守る情報サイト-関東大震災とは？ 被害の特徴・メカニズム・教訓は？-凌雲閣（設計：バルトン、台東区立図書館デジタルアーカイブより）

≪被災前≫ ≪被災後≫



関東地震(関東大震災)以降の主な地震との比較

地震名
発生
年月日

震度
（マグニチュード）

死者数
（人）

住宅被害（戸）

全壊 全焼 流出

関東地震 1923.9.1
6

（7.9）
105,385 79,733 212,353 1,301

兵庫県
南部地震

1995.1.17
7

（7.3）
6,434 104,906 6,148 -

東北地方
太平洋沖地震

2011.3.11
7

（9.0）
19,765 122,039 - -

熊本地震 2016.4.14
7

（7.3）
273 8,667 - -

北海道胆振
東部地震

2018.9.6
7

（6.7）
41 491 - -

(出典)・中央防災会議 災害教訓の検証に関する専門調査会 1923関東大震災報告書-第１編-(平成18年) ・消防庁 阪神・淡路大震災について（確定報）(平成18年)

・内閣府 平成23年東北地方太平洋沖地震について(令和5年)／平成28年熊本県熊本地方を震源とする地震に係る被害状況等について(平成31年) ・札幌市HP 平成30年北海道胆振東部地震から3年～震災を忘れない～



関東地震のメカニズム

(出典) NHK HP 災害列島命を守る情報サイト-関東大震災とは？ 被害の特徴・メカニズム・教訓は？-



関東大震災時のインフラの被害
電気

✓ライフラインの中では被害額が最大、その９割が東京市で発生
✓神奈川県の箱根早川及び酒匂川上流発電所、山梨県桂川発電所などの水力発電所
は十数日から数カ月の発電不能、火力発電所もすべて被害を受ける

✓一般家庭への配電は９月５日夜から

下水道

✓浅草ポンプ場が全焼したものの、前年に稼働
したばかりの三河島汚水処理場は部分的な損
傷、管きょの亀裂等比較的被害は軽微

✓前年にできたばかりの神田和泉町にある和泉
町ポンプ場は奇跡的に火災から焼け残こり、こ
のポンプ所の水を使った消火活動が地元では
「奇跡」として語り継がれている

(出典)中央防災会議 災害教訓の検証に関する専門調査会 1923関東大震災報告書-第１編-（平成18年）

【和泉町ポンプ場】



関東大震災時のインフラの被害（ガス）

大森製造所の被害状況 芝製造所発生炉の崩壊状況



関東大震災時のインフラの被害（水道）

【主要施設】【事業区域】

芝給水場系統の一部を除き
市全域が断水

給水区域内人口 給水人口 普及率 年間配水量 配水管延長

大正１１年 約248万人 約172万人 69.5％ 約8,920万㎥ 803km

大正１２年 約153万人 約99万人 64.8％ 約10,591万㎥ 832km

大正１３年 約193万人 約169万人 87.7％ 約10,668万㎥ 952km

（年度末時点）



関東大震災時のインフラの被害（水道）

【延焼による焼失区域】 【各地域別焼失栓数】

各戸引込給水栓のうち約６４％が焼失



過去の主な地震時のインフラの被害
上水道
（断水）

下水道
（処理施設被害）

電気
（停電）

ガス
（供給停止）

兵庫南部地震
（1995）

約130万戸 8施設 約260万戸 約86万戸

東北地方
太平洋沖地震

（2011）
約257万戸 約120施設 約450万戸 約46万戸

熊本地震
（2016）

約45万戸 13施設 約48万戸 約11万戸

北海道胆振
東部地震
（2018）

約７万戸 2施設 約295万戸 -

・総理府 阪神・淡路大震災復興誌(平成12年) ・厚生労働省水道課 東日本大震災水道施設被害状況調査報告書(平成23年)

・内閣府 平成28年熊本県熊本地方を震源とする地震に係る被害状況等について(平成31年)/平成30年北海道胆振東部地震に係る被害状況等について(平成31年)

・内閣府 東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会第１回会合(平成23年)

(出典)



過去の主な風水害時のインフラの被害

上水道
（断水）

下水道
（処理施設被害）

電気
（停電）

ガス
（供給停止）

平成30年７月豪雨
（西日本豪雨）

約26万戸
※広島県呉市等

19施設 約7万戸 －

令和元年９月
台風第15号

（千葉市付近に上陸）

約14万戸
※千葉県東金市等

2施設 約93万戸 －

令和元年10月
台風第19号
（東日本台風）

約３万戸
※福島県いわき市等

17施設 約52万戸 －

令和４年９月
台風第15号

（主に静岡等で被害）

約７万戸
※清水地区：6.3万戸

2施設
※清水地区：０施設

約10戸
※清水地区：1.7万戸

－

（出典）・内閣府 平成３０年７月豪雨による被害状況等について(平成30年)/令和元年台風第15 号に係る被害状況等について(令和元年)/令和元年台風第19 号等に係る被害状況等について(令和元年)
・内閣府 令和４年台風第15 号による被害状況等について(令和4年)



承元寺取水口の閉塞

被災前

被災直後（R4.9.24）


